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観点２－１－① 学科の構成が、学校の目的に照らして、適切なものとなっているか。 

 本校には、教育基本法の精神にのっとり、学校教育法に基づき、深く専門の学芸を教授し、 職業に必

要な能力を育成することを目的としている。更に、豊かな教養と感性を育てると共に、科学技術の進歩

に対応した専門の知識・技術を教授し、以下の能力を備えた技術者を養成することを目標としている。

この上で、準学士課程の学科は、機械工学科、電気情報工学科、都市システム工学科、建築学科（各学

科の定員は 40人・１学級）で構成され、ものづくり、システムづくり、環境保全、防災、空間づくりと

幅広い分野で活躍できる技術者の養成を行っている。設置された学科ごとに、人材養成に関する目的そ

の他の教育上の目的が学則に定められている（資料２－１－①―１）。 

また、卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）も学科ごとに定められており、各専門分野

における、「分野横断的能力」、「基礎的能力」、「専門的能力」を身に付けた学生の卒業の認定を行ってい

る（資料２－１－①－２）。 

 

観点２－１－② 専攻の構成が、学校の目的に照らして、適切なものとなっているか。 

本校には、学校の目的を達成するため、２専攻が設置されている。専攻科課程の専攻の構成は、機械・

電子システム工学専攻、建築・都市システム工学専攻（各専攻の定員は８人）となっている。両専攻と

も、準学士課程の教育の上に、より高度な専門技術を教育し、豊かな教養と人格を備え、広く産業技術

開発に寄与することのできる技術者を育成することを目指し、設置された専攻ごとに、人材養成に関す

る目的その他の教育上の目的が定められている（資料２－１－①－１（再掲）、資料２－１－②－１）。 

また、修了の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）も専攻ごとに定められており、各専門分野

における、「分野横断的能力」、「基礎的能力」、「専門的能力」を身に付けた学生の修了の認定を行ってい

る（資料２－１－②－２）。 

 

観点２－１－③ 教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整備され、教育活動等に係る重要

事項を審議するなどの必要な活動が行われているか。 

教育活動を有効に展開するための検討・運営体制として、企画会議、運営会議、教員会、教務委員会、

学生委員会、学寮委員会、入学志願者確保委員会、図書館委員会、技術教育支援センター運営委員会、

情報センター委員会、グローバルエデュケーションセンター運営委員会、専攻科委員会、学生相談室、

担任会議、進路指導委員会、人権教育推進委員会、イノベーションオフィスを設置しており、教育活動

を有効に展開するための検討・運営体制を整備されている（資料２－１－③－１ ）。 

この体制の下、各種会議・委員会はそれぞれにおいて役割を担い、必要な活動を行っており、例えば、

令和２年度では、企画会議は年 12回、運営会議は年 19回、教員会は年 22回開催している。（資料２－

１－③－２、資料２－１－③－３ ） 

教育活動を有効に展開するための検討・運営体制として、各種委員会が設置されているが、各委員会

において効率的な運営を図るため、校務分担のための教員団を設置し、教員団の中に複数の各種委員会

を編成し、「教員団」において会議を開催することにより、会議の開催回数の削減を行っている。教員は、

例えば教務主事団では、教務委員会、入学志願者確保委員会および技術教育支援センター委員会委員を

兼任することになり、教員ごとの校務分担も削減されるため業務改善にも寄与している（資料２－１－

③－２（再掲））。 
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観点２－２－① 学校の目的を達成するために、準学士課程に必要な一般科目担当教員及び各学科の専

門科目担当教員が適切に配置されているか。 

本校の準学士課程では、高等専門学校設置基準を満たす数の専任の一般科目担当教員及び専任の専門

科目担当教員を配置している。専門科目担当教員における専任の教授及び准教授の数についても、設置

基準を満たしている（資料２－２－①－１）。 

学校の目的を達成するために、授業科目に適合した専門分野の一般科目担当教員及び専門科目担当教

員を配置していることに加え、適切な専門分野の教員が授業科目を担当している。 

専門科目担当の専任教員及び一般科目のうち理科系科目担当の専任教員全員が、博士の学位を取得し

ており、専任教員の約８割の者が本校以外の教育機関あるいは民間企業等における勤務経験がある。（資

料２－２－①－２）一般科目の英語科にネイティブスピーカー１名、修習技術者（技術士第一次試験合

格者）５名、１級建築士の資格を持つ者３名を専任教員として配置している（資料２－２－①－３）。 

 
観点２－２－② 学校の目的を達成するために、専攻科課程に必要な各分野の教育研究能力を有する専

攻科担当教員が適切に配置されているか。 

専攻科課程では、専攻科課程の目的や修了の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）に基づいて

編成された教育課程を展開するために必要な教員を配置している。また、授業科目に適合した専門分野

の教員を配置していること、並びに研究実績・教育指導を行う能力を有する専攻科担当教員を配置して

いることは、本校の専攻科が、平成 27 年度から大学改革支援・学位授与機構により特例適用専攻科と

して認定されていることで確認されている。 

 
観点２－２－③ 学校の目的に応じた教育研究活動の活性化を図るため、教員の年齢構成等への配慮等

適切な措置が講じられているか。 

教員の年齢構成は、特定の範囲に著しく偏ることのないよう配慮するとともに、教員の採用に当たっ

ては、教員公募要領に「男女共同参画を推進しているため、評価が同等と認められる場合は、女性を優

先的に選考します。」と明記し、男女比を考慮するなどの取組を行っている。 本校の場合、教授のほと

んど及び准教授の多数の欠員補充は学内昇任となる傾向があるので、准教授の人員枠を活用して助教等

の若手教員の採用に配慮し、できるだけ年齢構成バランスをとるようにしている。（資料２－２－①－

２（再掲）） 

さらに、教員の教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員を採用する際は、学

生指導（学級担任、クラブ顧問、寮生指導等）に熱意を持って取り組み、指導方法等に創意工夫ができ

ることを重視した教員公募としており、応募資格の一つに掲げている（資料２－２－③－１）。 

また、経費支援として、教育活動等の功績が特に顕著な教員に対する教員表彰を毎年実施しており副

賞として研究費を配分しているほか、校長裁量経費の予算から教育研究活性化経費として研究、教育分

野等への積極的な取組への経費支援を行っている（資料２－２－③－２、資料２－２－③－３）。 

学校の目的に応じた教育研究活動の活性化を図るため、戦略的な教員配置により、キャリア支援と学

生のカウンセリングの専任教員を校長付とし配置し、学生のキャリア形成の支援・指導、学生生活の支

援を行った（資料２－２－①－１（再掲））。 
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観点２－３－① 全教員の教育研究活動に対して、学校による定期的な評価が行われており、その結果

が活用されているか。 

教員に対しては、教育上の能力や活動実績に関する評価を定期的に行い、その結果をもとに研究費配

分への反映や、教員表彰等の適切な取組を行う体制を整備している（資料２－３－①－１）。教員評価を

適切に実施するため、評価方法・内容について詳細に定めており、この体制の下、毎年度、教員評価は、

第一次評価である教員による自己評価、教員による相互評価、学生による評価、教員研究活動評価等委

員会による第二次評価（書面）、校長・副校長（総務担当）による第三次評価（総合評価）を実施してい

る（資料２－３－①－２）。 

また、教員による自己評価の自由記述調書により、校務への取組意欲を確認している。非常勤教員に

対しては、学生による授業アンケートを実施している。 

教員評価の結果、把握された事項に対して、教育研究活性化経費配分における措置・表彰を行ってい

る。 

教員評価の結果の上位者２名を国立高等専門学校教員顕彰候補者として国立高等専門学校機構理事

長に推薦するとともに、被推薦者を本校として表彰し、研究費（30万円）を配分している。 

 
観点２－３－② 教員の採用や昇格等に関する基準や規定が明確に定められ、適切に運用されているか。 

教員の採用や昇任等に関して、教員選考規則（資料２－３－②－１）及び教員選考基準（資料２－３

－②－２）を規定している。教員公募による採用では、面接時に、英語による自己紹介又は質疑応答及

び模擬授業又はプレゼンテーションを課し、提出書類（履歴書、着任後の抱負、教育研究業績一覧及び

推薦書）により教育歴、研究活動、実務経験等を確認するほか、校務について資料を示して説明を行う

とともに、学校運営、厚生補導、地域連携活動、学校プロジェクト、新職務に対する抱負等について質

疑応答を行っている。なお、推薦書では、「特に教育実績に関する所見」を求めている。昇任時には、教

員選考委員会において、教員選考個人調書及び面接により、教育活動状況、研究活動状況、新職務に対

する抱負等について確認している。面接では、英語による自己紹介又は質疑応答を課している。 

なお、本校では、校務を重要な職務と考えているので、教員選考基準（資料２－３－②－２）の「４」

に定めているとおり、教授昇任については、校務経験を条件としている。 

 
観点２－４－① 授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究（ファカルティ・デベ

ロップメント）が適切な方法で実施され、組織として教育の質授業の改善が図られて

いるか。 

学校として、授業の内容及び方法の改善を図るためにファカルティ・ディベロップメント（以下「Ｆ

Ｄ」という。）を実施する体制を整備している（資料２－４－①－１）。 

ＦＤにおいて、以前は、アクティブ・ラーニングの教育能力の向上に力を入れており、全学科の必修

科目である「Co+work」においてアクティブ・ラーニング自体の有効性とともに、教員の教育方法の開

発・実践の効果が表れている。近年は、グローバル化推進のための研修が多く、更に令和２年度におい

ては、遠隔授業授業のための研修を実施し、教育の質の向上や授業の改善を図っている（資料２－４－

①－２）。 

 
観点２－４－② 学校における教育活動を展開するために必要な事務職員、技術職員等の教育支援者等

が適切に配置されているか。 
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教育支援者として、事務部の総務課と学生課に常勤の事務職員 29 人、技術教育支援センターに、非常

勤職員１人を含め、教室系技術職員 11人を配置している（資料２－４－②―１）。 

事務部において、総務課教育・研究支援チーム及び学生課教務学生チーム、情報図書チームにより、

直接的な教育支援を行っている。 

技術教育支援センターには、第一技術班（機械・電気系）、第二技術班（建設系）、第三技術班（情報

センター）を置いており、学生の実験・実習、演習及び卒業研究に関する技術的支援等を行っている（資

料２－４－②―２）。更に、近年のオンライン授業においては、ネット環境の整備、非常勤講師が来校し

オンライン授業を行う際のサポート等、Co+work の授業においては、実習工場でものづくりの支援等、

専門技術に依らず、多様なサポートを行っている 

 
観点２－４－③ 教育支援者等に対して、研修等、その資質の向上を図るための取組が適切に行われて

いるか。 

教育支援業務に関する資質の向上を図るための取組として、教育支援者等に対して国立高等専門学校

機構が主催する西日本地域高等専門学校技術職員特別研修会等の学外の各種研修会が開催され、年度当

初に参加計画を策定し、適切研修会に適正な人員が参加している。また学内においては、ＦＤの一部と

して教員と一緒に研修等を実施しており、教育活動を展開するために必要な教育支援者等の資質の向上

を図るための取組が適切に行われている。（資料２－４－③－１）。 

 
 

【優れた点及び改善を要する点】 

（優れた点） 

教務委員会、学生委員会をはじめとする委員会の運営方法を改善し、各種委員会をまとめた「教員団」

を組織し、会議開催回数を削減し教員が教育研究活動に注力できる体制を構築した。さらにキャリア支

援と学生のカウンセリングの専任教員を校長付とし配置し、学生のキャリア形成の支援・指導、学生生

活の支援を行っている。 

また、全学科の必修科目である「Co+work」におけるアクティブ・ラーニングの実践および関連する研

修は、教員の教育能力の向上に大きく寄与している。 

クラス経営担任団を組織し、毎月１回の会議を行い、学生の状況を全学的に情報共有し、学生の指導

を行っている。 

 

（改善を要する点） 

校務を運営する「教員団」を組織し、各教員が出席する委員会の数を減らしているが、「教員団」が組

織する委員会の数、抱える案件にはばらつきがある。各種委員会において、効率化、整理が必要である。 
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基準１ 教育の内部質保証システム 

資料２－１－①－１  
「学校の目的、学科の構成、各学科の目的」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典「明石工業高等専門学校学則 抜粋」 
 

学 則 
第 1 章 本校の目的 

（目的） 
第 1 条 明石工業高等専門学校（以下「本校」という。）は、教育基本法の精神にのっとり、学校 

教育法に基づき深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成することを目的とする。 
 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 中 略 ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 

（学科、学級数、入学定員及び履修コ－ス） 
第 7条 学科、学級数及び入学定員は、次のとおりとする。 

学  科 学級数 入学定員 
機械工学科  1  40 人 
電気情報工学科  1  40 人 
都市システム工学科  1  40 人 
建築学科  1  40 人 

2 電気情報工学科に、次の履修コ－スを設ける。 
   電気電子工学コ－ス 
   情報工学コ－ス 
3 前項の履修コ－スの選択、決定方法等については、別に定める。 
（各学科における教育上の目的） 

第 7条の 2 各学科における人材養成に関する目的その他の教育上の目的は、次のとおりとする。 
 (1) 機械工学科 
   機械をはじめとする「もの」を対象に、その開発、設計、製造など広範囲な開発・技術部門におい

て十分に対応できる能力を育成するため、機械系の応用力学、材料、生産技術や制御などに関する基
礎教育を重点的に行う。さらに、機械工学実験、設計製図、工作実習、プログラミングなどの実習教
育をきめ細かく行うとともに、応用展開科目や開発研究を適切に教授することにより、新しい技術
発展にも柔軟に対応できる創造性豊かな実践的技術者の養成を目的とする。 

 (2) 電気情報工学科 
   高度情報化社会を支える重要な要素である電気情報関連分野において、広範化・高度化する技術

に対応するために必要な電気、電子、情報、通信分野の基礎教育を第 1 学年から第 3 学年において
行う。さらに、第 4学年及び第 5学年では電気電子工学コースにおいてエネルギー工学、制御工学、
通信工学、電子物性工学、また情報工学コースにおいて情報ネットワーク、情報理論、プログラミン
グ、ソフトウエア工学等の応用科目を教授する。これらの教育により電気情報関連分野の全般に渡
る基礎的能力を持ち、かつ電気電子あるいは情報分野に関する高度な能力を持つ幅広い分野に対応
できる技術者の養成を目的とする。 

 (3) 都市システム工学科 
   国土や地域の開発、防災、交通網・インフラ整備、環境保全など、人間の豊かな社会生活を支える

都市基盤を創造するのに必要な測量学、構造力学、水工学、地盤工学、計画学、コンピュータ技術、
材料工学、防災工学、環境工学分野の基礎理論を教授するとともに、工学実験、コミュニケーション
スキル、建設マネージメントなどの実践的なエンジニアリングデザイン教育を行うことにより、高
度な専門基礎学力と自主的問題解決能力を備え、国際社会に貢献できる創造性豊かな技術者の養成
を目的とする。 

 (4) 建築学科 
   人間生活の基盤である住宅や建築施設を歴史、文化、自然環境や多様な社会との調和のうちに創

造するために、計画系、構造系、環境系の専門分野に関する基礎知識として建築計画、建築史、構造
力学、建築工学実験、環境工学や情報処理科目などを教授する。さらに、これらを総合する科目とし
て建築設計演習や建築構造演習などがある。基礎と応用の教育を通して工学的基礎知識と幅広い教
養を併せ持ち、芸術的要素と技術的要素を統合する豊かな創造力と総合力を持つ人材の養成を目的
とする。 

（以下省略） 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－１－①－１ 

 「卒業認定に関する方針（三つのポリシー）」 

 
出典「明石高専 Web サイト_機械工学科＞三つのポリシー」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－１－②－１  
「専攻科の構成、各専攻の目的」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典「明石工業高等専門学校学則 抜粋」 
 

学 則 
 
 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 中 略 ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 

第 9章 専攻科 
（設置） 

第 45条 本校に、専攻科を置く。 
（目的） 

第 46条 高等専門学校の専門基礎教育の上に、より高度な専門的学術を教授・研究し、最も得意と

する専門分野の知識・能力を持ち、かつ関連する他の専門分野や一般教養の知識・能力を持った

複眼的視野に基づき、人との関わりや自然や社会との共生に配慮した多次元的なシステム思考の

できる技術者の養成を目的とする。 
（専攻及び入学定員） 

第 47条 専攻科の専攻及び入学定員は、次のとおりとする。 
 機械・電子システム工学専攻   8 人 
 建築・都市システム工学専攻   8 人 
 （各専攻における教育上の目的） 
第 47条の 2 各専攻における人材養成に関する目的その他の教育上の目的は、次のとおりとする。 

 (1) 機械・電子システム工学専攻 
   機械及び電子システムの設計開発に必要な応用工学系基幹科目や、より高度な工学知識を教

授・研究し、併せて応用的な実技・実習を課すことにより、倫理観とコミュニケーション能力

を備え、先端的な生産システムや工業製品の創造開発に貢献できる技術者の養成を目的とする。 
 (2) 建築・都市システム工学専攻 
   都市環境及び建築環境を合理的に計画、設計、構築するのに必要な計画学、構造力学、環境

工学の分野を教授・研究し、併せて応用的な実技・実習を課すことにより、倫理観、コミュニ

ケーション能力を備え、創造力豊かなエンジニアリングデザイン能力を持ったより高度な専門

技術者の養成を目的とする。 
（以下省略） 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

 
資料２－１－②－２ 

「修了認定に関する方針（三つのポリシー）」 

出典「明石高専 Web サイト_専攻科＞三つのポリシー」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－１－③－１ 

「会議・委員会」 

出典「令和２年度 学校要覧 ｐ8」 

- 91 -



基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－１－③－２ 

 「各種委員会等」 

 
出典「令和３年度校務分担表 抜粋」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－１－③－２ 

「会議・委員会等の役割及び会議開催状況（令和２年度）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「各会議･委員会議事録等から作成」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－２－①－１ 

「教員一覧」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「令和３年度 学校要覧 ｐ８」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－２－①－２ 

「教員の年齢構成・男女別人数・博士号、教育・実務経験の状況」 

出典「明石高専 Web サイト/学校案内/教育情報の公表/教員の年齢構成・男女別構成」から作成 

 

学科名
60歳
代

50歳
代

40歳
代

30歳
代

20歳
代

平均
年齢
（歳）

男 女 合計
博士号
取得者
数

取得率
(%)

教育経
験有り

実務経
験有り

教育or
実務経
験有り

教育or
実務経
験有り
の割合
(%)

機械工学科 2 4 4 0 0 52 10 0 10 10 100.0% 6 2 6 60.0%

電気情報工学科 3 4 2 2 0 51 11 0 11 11 100.0% 7 9 9 81.8%

都市システム工学科 0 4 4 1 0 48 7 2 9 9 100.0% 8 3 8 88.9%

建築学科 0 4 4 1 0 50 6 3 9 9 100.0% 5 3 7 77.8%

専攻科 0 2 0 0 0 57 2 0 2 2 100.0% 2 0 2 100.0%

（専門学科全体） 5 18 14 4 0 51 36 5 41 41 100.0% 28 17 32 78.0%

人文科学系 2 3 4 1 0 51 8 2 10 3 30.0% 9 2 9 90.0%

自然科学系 1 4 2 0 0 52 7 0 7 7 100.0% 6 0 6 85.7%

校長付 0 0 0 2 0 35 1 1 2 1 50.0% 2 1 2 100.0%

8 25 20 7 0

13.3% 41.7% 33.3% 11.7% 0.0%

備考　教員には、再雇用教職員（フルタイム２人）を含む。)

86.7% 45 20 49 81.7%全　　体 50 52 8 60 52

R3.5.1現在

年齢階層別教員数
（最下行は各年齢階層別教員数の
全教員数に対する割合（%））

(年齢：年度末年齢)

男女別教員数 博士号取得者数 経験別教員数
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－２－①－３ 

「教員の前歴・学位・資格の状況」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「人事関係資料（令和３年度）」から作成 

No. 所属 他学校
公共団
体

民間 海外 延べ 博士 修士 博＋修
学士
以下

技術士等

1 機械工学科 ○ ○

2 機械工学科 ○ ○ 特別教育士

3 機械工学科 ○ ○

4 機械工学科 ○ ○ 1 ○ ○ 修習技術者（技術士一次試験合格者）

5 機械工学科 ○ 1 ○ ○ 修習技術者（技術士一次試験合格者）

6 機械工学科 ○ ○ ○ 1 ○ ○

7 機械工学科 ○ 1 ○ ○

8 機械工学科 ○ 1 ○ ○

9 機械工学科 ○ 1 ○ ○

10 機械工学科 ○ ○

11 電気情報工学科 ○ 1 ○ ○

12 電気情報工学科 ○ ○ 1 ○ ○

13 電気情報工学科 ○ ○ 工事担任者アナログ第１種、デジタル第１種

14 電気情報工学科 ○ ○ 1 ○

15 電気情報工学科 ○ ○ 1 ○

16 電気情報工学科 ○ ○ ○ 1 ○ ○

17 電気情報工学科 ○ ○ 1 ○ ○

18 電気情報工学科 ○ 1 ○ ○

19 電気情報工学科 ○ ○

20 電気情報工学科 ○ ○ 1 ○ ○

21 電気情報工学科 ○ ○ 1 ○ ○

22 都市システム工学科 ○ ○ 1 ○

23 都市システム工学科 ○ 1 ○ ○ 修習技術者（技術士一次試験合格者）

24 都市システム工学科 ○ 1 ○ ○ 修習技術者（技術士一次試験合格者）

25 都市システム工学科 ○ 1 ○ ○

26 都市システム工学科 ○ 1 ○ ○

27 都市システム工学科 ○ 1 ○ ○

28 都市システム工学科 ○ ○ 1 ○ ○ 修習技術者（技術士一次試験合格者）

29 都市システム工学科 ○ ○ ○ 1 ○ ○

30 都市システム工学科 ○ ○

31 建築学科 ○ 1 ○ ○

32 建築学科 ○ 1 ○ ○

33 建築学科 ○ ○

34 建築学科 ○ 1 ○ ○ １級建築士

35 建築学科 ○ 1 ○ ○

36 建築学科 ○ 1 ○ ○

37 建築学科 ○ ○ 1 ○ ○ １級建築士

38 建築学科 ○ ○

39 建築学科 ○ ○ 1 ○ ○

40 人文科学系 ○ 1 ○

41 人文科学系 ○ ○ 1 ○

42 人文科学系 ○ 1 ○

43 人文科学系 ○ 1 ○

44 人文科学系 ○

45 人文科学系 ○ 1 ○ ○

46 人文科学系 ○ ○ ○ ○ 1 ○ ○

47 人文科学系 ○ 1 ○

48 人文科学系 ○ ○ 1 ○

49 人文科学系 ○ ○ 1 ○ ○

50 自然科学系 ○ 1 ○

51 自然科学系 ○ 1 ○ ○

52 自然科学系 ○ 1 ○ ○

53 自然科学系 ○ ○

54 自然科学系 ○ 1 ○ ○

55 自然科学系 ○ ○ 1 ○ ○

56 自然科学系 ○ 1 ○ ○

57 専攻科 ○ 1 ○ ○

58 専攻科 ○ 1 ○ ○

59 校長付 ○ ○ 1 ○

60 校長付 ○ 1 ○ ○

45 6 20 3 49 52 8 48 0

備考　「公共団体」とは、地方公共団体、公団・公庫・事業団、独立行政法人等をいう。

合　　　計
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－２－③－１ 

「教員公募(心理系)」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典「明石工業高等専門学校教員（心理系）公募要領 抜粋」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－２－③－２ 

「教職員表彰要項」 

出典「明石工業高等専門学校教職員表彰要項」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－２－③－３ 

「教育研究活性化経費募集要領」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「令和３年度 教育研究活性化経費 募集要領」 

令和３年度 教育研究活性化経費 募集要領 
 

1. 目的 
令和３年度の教育研究活性化経費を配分財源として、本校の使命である、研究、教育、地域 
連携分野への積極的な取組について経費支援を行う。 

2. 財政支援対象分野と支援対象 
（1） 研究分野 

（学術的価値が高く、科研費等の外部資金獲得につながる研究） 
（2） 教育分野 

（特色ある教育システムや教材の開発、教育方法の改善に対する取組、ロボコン・デザ 
コン・プロコン等の高専主催のコンテストや競技会への参加につながる取組） 

（高専改革推進経費等の新たなプロジェクト申請につながるもの） 
（3） 地域連携分野 

（教員が単独、または教員間連携によって行う地域企業との共同研究・技術相談、地域 
支援等の地域貢献につながる取組） 

3. 支援期間 
   支援期間は単年度とし、研究、教育分野においては、同一テーマについては 3 年間を限度と 
する。地域連携分野については限度を設けない。 
4. 申請者の義務 
   支援期間内において、以下のことを義務付け、令和４年４月２２日（金）17 時までに報告書 
を記載・提出すること。 
なお、論文投稿・学会発表等研究発表を行わない場合、同一テーマにおいては、次年度の 

申請を受け付けないこととする。 
   また、配分決定額を超過して予算執行しないこと。 
（1） 研究分野 

・当該テーマに関連した科研費、または他の研究助成の申請を行う。（外部資金の募集 
によっては、申請を依頼することがある。） 
・学術雑誌への論文投稿または学会発表（口頭発表を含む）等を行う。 
・支援期間終了時に報告書（研究内容及び研究成果の概要）・収支決算書を提出する。 

（2） 教育分野 
 ・高専教育等学術雑誌への投稿、または教育研究集会等への参加発表を行う。 
・支援期間終了時に報告書（研究内容及び研究成果の概要）・収支決算書を提出する。 

（3） 地域連携分野 
・高専教育等学術雑誌への投稿、または教育研究集会や研究シーズ発表会等への参加 
発表を行う。 
・明石高専主催の講演会（地域連携技術セミナー）で発表を行う。 
・支援期間終了時に報告書（研究内容及び研究成果の概要）・収支決算書を提出する。 

5. 応募要件 
・応募については代表・連名を問わず各分野 1 人 1 件とし、共同者は学内者に限る。 
・申請金額の上限は研究分野で 1 件 25 万円、教育、地域連携分野で 1 件 15 万円とする。 

6. 配分経費の予定総額 
約 3,000 千円 

7. 採否の決定・通知 
 企画会議メンバーで審査委員会を設置し、審査委員会作成の書類審査基準により、書類審査 
とヒアリングによる審査との総合評価で審査し、運営会議で決定し、申請者に通知する。ただ 
し、審査委員は、自ら申請した研究テーマを評価しない。 

8. 提出期限 
 令和３年６月２５日（金）17 時までに、総務課教育・研究プロジェクト支援室へメールにて 
提出する。（kk-project@akashi.ac.jp） 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－３－①－１ 

「 教育研究活動評価等委員会規程」

 
出典「明石工業高等専門学校教育研究活動評価等委員会規程」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－３－①－２ 

「教員評価の取り扱いについて」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

出典「明石工業高等専門学校教員評価の取り扱いについて」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－３－②－１ 

「教員選考規則」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典「明石工業高等専門学校教員選考規則」 

教員選考規則 
 
（目的） 
第 1条 この規則は、教員の選考に関する事項を定めることを目的とする。 
（教員選考委員会） 
第 2 条 教員を採用又は昇任する場合、その候補者の選考を行うため、校長は、教員選考委員会（以下
「選考委員会」という。）を開催する。 

（選考委員会の構成） 
第 3条 選考委員会は次の者により構成する。 
(1) 校長 
(2) 副校長（総務担当）（以下「副校長」という。） 
(3) 教務主事 
(4) 各学科長及び各系長（以下「学科長等」という。） 

 (5) その他校長が必要と認めた者 
2 前項第 5 号の委員は、人事案件ごとに、校長が指名する。 
3 校長は委員長となり、選考委員会を招集する。 
（選考委員会の議事及び議決） 
第 4条 選考委員会は、委員の 3分の 2以上の出席がなければ議事を開くことはできない。 
2 選考委員会の議決は、出席委員の 3分の 2以上の賛成による。 
（選考方針等の決定） 
第 5条 副校長は、欠員補充のため教員を選考する必要があるときは、選考方針（公募、学内昇任等）、
専攻分野等を検討し、その結果を校長に報告する。 

2 校長は、必要と認めた場合、選考委員会で審議の上、選考方針及び公募要領等を決定する。 
3 公募を行う場合は、校長名で広い範囲にわたって、候補者を求めるものとする。 
（採用の場合の手続き） 
第 6条 採用の手続きは次のとおりとする。 

(1) 選考は、書類審査及び面接審査等により実施する。 
(2) 書類審査は、副校長又は教務主事及び第 3 条第 1 項 4 号のうち選考を行おうとする専攻分野の学

科長等 1 名により実施する。 
(3) 選考委員会は、書類審査により、原則として 3名以上の面接候補者を選考する。 
(4) 書類審査により選考された者に、面接審査を実施する。 
(5) 面接審査は、校長、副校長、教務主事及び第 3条第 1項 4号のうち校長が指名した学科長等 2名

により実施する。ただし、学科長等 2名のうち 1 名は、書類審査を行った学科長等とする。 
(6) 書類審査及び面接審査の実施にあたり、選考委員会は、選考を行おうとする専攻分野の教授１名

を指名して、出席を求めることができる。なお、特別な理由があり、かつ、教授以外の採用の場合
には、選考委員会で審議を経て、准教授を指名することができる。 

(7) 選考委員会は、採用候補者の決定にあたり、前号により指名した者の意見を聞くことができる。 
(8) 選考委員会は、面接審査の結果、採用候補者を決定する。 
(9) 採用候補者が得られない場合は、改めて公募を実施する。 

（学内昇任の場合の手続き） 
第 7条 学内昇任の手続きは次のとおりとする。 

(1) 選考は、書類審査及び面接審査等により実施する。 
(2) 選考委員会は、書類審査を実施し、投票により面接審査実施の可否を決定する。 
(3) 面接審査は、校長、副校長、 教務主事及び学科長等により実施する。 
(4) 選考委員会は、面接審査の結果、投票により昇任の可否を決定する。 

（非常勤の講師の選考） 
第 8条 本校で初めて講義等を担当することとなる非常勤講師の選考は、選考委員会において 
書類審査を実施する。 

（その他） 
第 9条 この規則に定めるもののほか、教員の選考に関し必要な事項は、選考委員会で審議の上、 
校長が決定する。 

 
附 則 
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資料２－３－②－２ 

「教員選考基準」（１／２） 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－３－②－２ 
「教員選考基準」（１／２） 

出典「明石工業高等専門学校教員選考基準」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－４－①－１ 

「アクティブラーニングセンター規則・ＦＤ部門要項」 

 
アクティブラーニングセンター規則 

 
 （設置） 
第 1 条 明石工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、課題解決型の能動的学修方法の開発及び
実践のためアクティブラーニングセンター（以下、「センター」という。）を置く。 

 （業務） 
第 2 条 センターは、次の各号に掲げる業務を行う。 
 (1) 教育方法の開発・実践 
 (2) 教育資源の開発・共有 
 (3) 教育環境の開発・運用 
 (4) 教育効果の評価 
 (5) 教員研修に関すること 
 (6) 教育活動の点検・改善 
 （部門） 
第 3 条 センターの業務を円滑に実施するため、次の部門を置く。 
 (1) 教育方法・教育資源・教育環境開発部門 
 (2) 教育効果評価部門 
 (3) ＦＤ部門 
2 教育方法・教育資源・教育環境開発部門は、次に掲げる業務を行う。 
 (1) 教育方法の開発及び実践に関すること。 
 (2) 教育資源の開発及び共有に関すること。 
 (3) 教育環境の開発・運用に関すること。 
3 教育効果評価部門は、教育効果の評価に関する業務を行う。 
4 ＦＤ部門は、次に掲げる業務を行う。 
 (1) 教員研修に関すること。 
 (2) 教育活動の点検・改善に関すること。 
 （組織） 
第 4 条 センターに、次の各号に掲げる職員を置く。 
 (1) センター長 
 (2) 部門長 
 (3) 部門員 部門ごとに若干人 
 (4) その他センターが必要と認める者 
 （センター長） 
第 5 条 センター長は、本校の教授又は准教授のうちから校長が任命する。 
2 センター長は、校長の命を受け、センターの管理運営に関することを掌理する。 
3 センター長の任期は 1年とし、再任を妨げない。ただし、欠員となった場合の後任者の任期は、前
任者の残任期間とする。 

 （部門長） 
第 6 条 部門長は、本校の教授、准教授又は講師のうちから校長が任命する。 
2 部門長は、部門の業務を掌理する。 
3 部門長の任期は 1年とし、再任を妨げない。ただし、欠員となった場合の後任者の任期は、前任者
の残任期間とする。 

 （運営委員会） 
第 7 条 センターに関する重要事項を審議するため、運営委員会を置く。 
2 運営委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
 (1) センター長 
 (2) 部門長 
 (3) イノベーションオフィス長 
 (4) イノベーションオフィス員 
 (5) 事務部長及び各課長 
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 (6) その他校長が必要と認めた者 
3 運営委員会に委員長を置き、センター長をもって充てる 
4 センター長に事故があるときは、センター長が委員のうちからあらかじめ指名する者が、その職
務を代行する。 

5 運営委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、開会することができない。 
 （事務） 
第 8 条 センターの事務は、学生課の協力を得て、総務課において処理する。 
 （雑則） 
第 9 条 この規則に定めるもののほか、センターに関し必要な事項は別に定める。 
 
   附 則 

 
 

 
 

ＦＤ部門要項 
 

（趣旨） 

第１条  アクティブラーニングセンター規則第３条第１項第３号に定めるＦＤ部門の運用につい
ては、この要項によるものとする。 

（業務内容） 

第２条 センター規則第３条第４項第１号に定める業務は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 教員研修の計画立案に関すること。 

(2) 教員研修の点検･改善に関すること。 

２ センター規則第３条第４項第２号に定める業務は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 授業アンケートに関すること。 

(2) 授業公開に関すること。 

(3) 教育に関する教科間・学科間の連携に関すること。 

(4) 成績資料の点検に関すること。 

(5) シラバスの点検とフィードバックに関すること。 

(6) 学生の目標達成度の点検とフィードバックに関すること。 

(7) その他教育の点検・改善に関すること。 

 

附 則（平成30年3月14日制定） 

 この要項は、平成30年4月1日から施行する。  
 
 

 

出典「明石工業高等専門学校規則集」 
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基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等 

資料２－４－①－２ 

「教員対象の FD・研修等の実施・参加状況」 

出典「「高専機構本部自己評価報告書作成に係る調査/人事に関する調査」から作成」 
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資料２－４－②－１ 

「常勤職員」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典「令和３年度 学校要覧 ｐ６抜粋」 
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資料２－４－②－２ 

「明石工業高等専門学校組織図」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典「令和３年度 学校要覧 p７」 
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資料２－４－③－１ 

「ＦＤ研修への教員以外の職員の参加状況」  

出典「「高専機構本部自己評価報告書作成に係る調査/人事に関する調査」から作成」 
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